
新・判例解説 Watch ◆ 刑事訴訟法 No.149

1vol.31（2022.10） 1

　　　　ローライブラリー ◆ 2022年 4月15日掲載　
文献番号 z18817009-00-081492160
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事実の概要

　本件は、被告人両名が、精神障害のある実子
（被害者）を約 10 年間にわたり自宅敷地内のプレ
ハブ小屋に監禁したこと及び、被告人両名が上記
小屋の室温を低温に設定するなどしたため極度に
痩せた状態となっていた被害者を低栄養及び寒冷
環境曝露により凍死させたことが、監禁及び保護
責任者遺棄致死に当たるとして起訴された事件で
ある。公判前整理手続において、検察官は、写真
24 枚（原審甲 32）につき、被害者の遺体の状況
等を立証趣旨として証拠調べ請求し、その取調べ
の必要性等について、以下のように主張した。〔ア〕
写真番号 1ないし 7 の遺体外観写真は、生前の
外観と大きな差はなく、被害者の要保護性に関す
る被告人両名の認識を立証する上で最も直接的で
重要な証拠であり、イラストでの代替は困難であ
る。また、被害者を撮影したビデオ映像は画質が
粗く、適切な代替証拠とならない。〔イ〕上記の
遺体外観写真及び写真番号 13 ないし 15 の内臓
（心臓、胃粘膜）の写真は、争点となる死因につき
証人尋問を予定している解剖医（Ｃ医師）の証言
の信用性を判断する上で必要であり、イラストで
は代替が困難である。〔ウ〕裁判員への過度の刺
激性を緩和するためのマスキング等の措置を実施
した又は実施する予定であるから、上記〔ア〕〔イ〕
の必要性に比して、かなり小さい弊害しかない。
　第一審裁判所は、甲 32 の写真につき提示命令
を発して提示させるとともに、弁護人の証拠意

見等（写真番号 1ないし 7について、異議あり、必
要性なし、イラストや上記ビデオ映像での代替が可
能である、写真番号 13 ないし 15 について異議なし
などというもの）を聴いた上で、原審甲 32 の写真
番号 1ないし 7及び 13 ないし 15 の計 10 枚（以
下、併せて「本件写真」という。）を証拠採用した。
第一審裁判所が、被告人両名を有罪とし、それぞ
れ懲役 13 年を言い渡したのに対し、被告人から
訴訟手続の法令違反や事実誤認等を理由に控訴が
行われた。訴訟手続の法令違反の主張は、原審裁
判所は、事実認定のために不可欠とまではいえず、
他方で、見た者の感情を激しく揺さぶり、理性的
な判断を妨げられるために、その法的関連性（証
拠能力）が否定されるべき本件写真を採用して取
り調べ、そのために、検察官による悲惨さを強調
した不当な印象操作を許し、原判決の事実誤認や
量刑不当を招いており、このような原審の訴訟手
続には判決に影響を及ぼすことが明らかな法令違
反があるというものであった。

判決の要旨

　「本件写真には本件争点との関連性が明らかに
認められ、証拠としての必要性も高いものであっ
た上、解剖医によって、死亡直前の状況との相違
点についても十分に説明がされ、一部については
マスキングも施されているのであるから、法的関
連性（証拠能力）に欠ける証拠とはいえない。後
記のとおり、原判決に事実誤認や、不当に重い刑
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を科した誤りがあるとは到底いえず、原審裁判
所（裁判官及び裁判員）が、所論がいうように理
性的な判断を妨げられたと疑わせる事情は認めら
れない。遺体の写真がそれを見る者に痛ましさや
悲惨さを感じさせるとの弁護人の指摘を踏まえて
も、本件においては、適切な代替証拠がなかった
こともあり、原審裁判所が、本件写真を採用した
ことにはやむを得ない事情があったといえ、原審
の訴訟手続に法令違反はない。」

判例の解説

　一　刺激証拠の採否の判断枠組み
　遺体や傷害部位、解剖箇所等を撮影した刺激的
または人の感情を煽るような写真は、「刺激証拠」
と呼ばれている。刺激証拠は事実認定者に対し有
罪・無罪や量刑の判断に影響する不当なバイアス
を植え付ける危険があること、あるいはそうした
写真を見慣れていない裁判員の精神的負担となり
正確な証拠評価を困難にする危険があることを理
由に、少なくともそのままの形で取り調べること
が制限される場合がある。原審弁護人がそうであ
るように、刺激証拠の採用を争う理由としては、
証拠の許容性または証拠調べの必要性を否定する
ことが一般的である。もっとも、確認できる過去
の裁判例は証拠調べの必要性を否定して使用を認
めなかったものばかりである１）。また、第一審が
証拠調べの必要性がないことを理由に刺激証拠を
取り調べなかったことを「不相当」とした上で、
控訴裁判所が職権採用した事例もある２）。これに
対し、本件は、刺激証拠の「法的関連性」（ないし「法
律的関連性」）が控訴理由とされ、弁護人の主張を
退けた事案である３）。

　二　いわゆる「法律的関連性」の意義
　「法律的関連性」は講学上の用語であって、法
律上の用語ではない。アメリカ証拠法においては、
関連性を有していてもその証明力は高くなく、証
拠調べによってもたらされる不当な予断等により
事実認定を誤る危険性の方が証明力を相当上回る
証拠を排除する、事実審裁判所の裁量的権限が肯
定されている４）。連邦証拠規則 403 条に代表さ
れるように、当該権限を明文化している法域も多
い。アメリカにおいて、このバランシング・テス

ト（利益衡量審査）による証拠の許容性を、“legal 
relevancy” と呼んでいる法律文献も見られる（た
だし一般的というわけではない）５）。利益衡量によ
る許容性審査は事案毎にすべての証拠を対象に行
うことができ、悪性格証拠の排除法則や伝聞法則
の例外を満たす証拠であっても、利益衡量審査の
対象になる６）。これに対し、日本の裁判実務にお
いては、証拠調べに伴う弊害は証拠調べの必要性
（ないし相当性）の枠組みの中で考慮すべきとの見
解が有力化している７）。当該見解に従えば、日本
では連邦証拠規則 403 条のような許容性審査の
枠組みは余計であることになろう。
　しかしながら、アメリカ証拠法における利益衡
量による証拠の許容性審査は、証拠調べの必要性
判断とは「似て非なるもの」である。連邦判例に
よれば、前者は、証明力を最大に見積もり危険性
を最小に見積もって行うべきであると理解されて
いる８）。そのため、利益衡量審査による証拠排除
は、排除すべき理由を明確に説明できる場合の例
外的措置ということができる。これに対し、日本
の裁判実務において証拠調べの必要性は、必要で
ない理由の具体的説明を要しない裁判所にとって
使い勝手のよい枠組みとして用いられてきた。そ
れゆえ、証拠調べの必要性の枠組みによる証拠の
採否は、刑事訴訟法 298 条が保障する証拠調べ
請求権の軽視につながりかねないという本質的問
題を孕んでいる９）。日本の裁判実務における証拠
調べの必要性の枠組みへの依存の前提には、証拠
の許容性審査だけでは「証拠の厳選」（刑訴規則
189 条の 2 参照）はできないという理解があるよ
うに思う。しかし、陪審制をとるアメリカにおい
て証拠調べの必要性という職権色の強い枠組みに
頼らずとも、証拠の厳選はできているのであるか
ら、この点はアメリカ証拠法の詳しい研究が必要
だろう 10）。検察官や弁護士からは、証拠調べ請
求権の保障の観点から、刺激証拠の採否も利益衡
量による証拠の許容性審査の枠組みの中で行うべ
きことを支持する見解が有力である 11）。

　三　刺激証拠の採否に関する実務運用
　写真を証拠物として取り調べる場合は、展示に
よらなければならない（306 条）。そして、裁判官
や裁判員は展示された証拠を十分に観察して、そ
の証明力を判断しなければならない。しかしなが
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ら、裁判員の中には刺激証拠を見ることをためら
う人もおり、刺激証拠の展示が精神的負担となっ
てしまうことが問題となっている 12）。当該問題
につき、最高裁判所事務総局が令和元年 5月に公
表した「裁判員制度 10 年の総括報告書」13）によ
れば、「裁判官の研究会等において、裁判員にとっ
て重い精神的負担となるおそれが類型的に大きい
遺体写真等のいわゆる刺激証拠の取扱いについて
も議論が進み、裁判員の負担への配慮という面の
みならず、当該事案におけるベスト・エビデンス
という観点からも、そのような証拠については、
要証事実は何であり、その要証事実は事案の核心
とどのように関係するのか、他の証拠で代替でき
ないかを具体的に検討し、必要性が認められる範
囲に限って採用するという意識が高まった。そし
て、真に必要性が認められる刺激証拠を採用する
場合であっても、写真であれば枚数や取調部分を
必要最小限のものに限定し、必要に応じて、白黒
の写真を使用したり、写真をイラスト風に加工す
るなど、刺激を弱める工夫をするとともに、選任
手続期日においてその旨を事前に説明し、証拠調
べの直前にも再度その旨予告するなど、裁判員へ
の衝撃を緩和する措置を講じる運用が行われてい
る。」（10 頁）との取りまとめになっている。「裁
判員の負担への配慮という面のみならず、当該事
案におけるベスト・エビデンスという観点から
も」と述べていることから、単に刺激証拠が裁判
員の精神的負担になるという理由だけでなく、代
替証拠にベスト・エビデンスまたはそれに近いこ
とを要求しているのが現在の実務運用と理解でき
なくはない 14）。しかし、実務の現状に対しては、
オリジナルの刺激証拠の排除が先にありきの対応
になっていないかという懸念も示されており 15）、
評価は分かれるところであろう。
　これに対し、陪審制の伝統を持つアメリカにお
いては刺激証拠の許容性に関する裁判例は数多く
蓄積されており、審査基準について一定の了解が
形成されている。ここで詳述はできないが、アメ
リカでは刺激証拠の許容性を判断する際、(1) 当
該立証は犯人の特定のために絶対的か、それとも
疑わしいか、及び (2) 当該写真は必要な証拠か、
それとも単なる陪審員の激情や偏見を生じさせる
ための検察側の策略か、を考慮しなければならな
い 16）、①写真の関連性、②陪審員を刺激しまた

は感情を煽る傾向、③証明力と不当な偏見を生じ
させる危険性との対比を審査しなければならな
い 17）、刺激証拠の証明力が偏見の効果を上回る
か否かを判断し、写真を許容する場合は、提示さ
れる写真の数、その詳細さや大きさ、白黒かカラー
か、拡大の有無、代替証拠の使用可能性、及び個々
の事案に固有の状況を考慮することが必要であ
る 18）、といった方法により審査が行われている。
したがって、(1) それが有罪立証に欠かせない証
拠であるときは、いくら刺激的であっても許容さ
れ、(2) そうでない場合であっても証明力が陪審
員に与える不当な偏見を上回れば許容され、(3)
許容してよい場合であっても、代替証拠の可能性
も含め、より弊害の少ない展示の方法の有無が検
討されているということができる。

　四　本件写真に関する利益衡量審査
　控訴審判決は、本件写真を許容すべき理由を
次のように説明している。〔1〕被害者の遺体は、
低栄養状態で、筋肉や脂肪が著しく少ない状態で
温度調節機能の低下を示唆するとともに、下肢が
外観上明らかに拘縮している状況にあった。被害
者の死亡から遺体の写真撮影までに約 7日間が
経過しており、その間の死後硬直、乾燥、腐敗等
の進行は否定できないものの、解剖医の原審公判
供述により、乾燥による体重減はせいぜい数百グ
ラム程度であることや、腐敗による変色の範囲等
が説明されており、これらの説明を踏まえて被害
者が死亡した頃の身体の状況を推認することがで
きる。そして、被告人両名は、被害者の状態を直
接あるいは監視カメラを通じて現に見ていたので
あるから、このような被害者の状態は、被告人両
名において被害者が要保護状態にあることを認識
していたか否かの認定に資することが明らかであ
る。また、監視カメラのビデオ映像は、本件居室
上部から室内を撮影したもので接写した映像では
ない上、被害者は毛布にくるまって過ごすことが
多く、その身体の映像が写っていない場面も多い
など、被害者の状態に関する証拠価値が本件写真
よりも大きく劣っている。〔2〕解剖医は、被害
者の死因を凍死と判定した根拠として、左右の心
臓血の色調差や胃粘膜の黒色斑を指摘していると
ころ、原審ではその判定の信用性が争われていた
から、信用性の判断においては、判定の基になっ
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た遺体写真においてそのような色調の差や斑点が
存するかどうかを確かめる必要があり、現に解剖
医は甲 32 の写真番号 13 ないし 15 に言及しなが
ら証言しているのであって、イラスト等による代
替は困難であったと考えられる。
　〔2〕の証拠は解剖医の供述の信用性判断の上
で欠かせないから、請求があれば取り調べるべき
証拠と考えてよかろう（そもそも原審弁護人は異議
を述べていない）。これに対し、〔1〕の証拠は、死
亡する直前の被害者の要保護状態の認識という要
証事実との関係で関連性を肯定できるが、死後約
7日間経過した写真であり、証明力が高いとはい
えない。しかし、その証明力を肯定できるときに、
裁判所が適当な代替証拠の存否やマスキング等の
工夫によりどの程度証拠調べの弊害を低下させら
れるかを考慮した上で採用したのであれば、証拠
調べ請求に応じたことが不適法とはいえないだろ
う。

●――注
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